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Admission  of  juveniles  on  a  Home  for  Juvenile
Training  and  Education  (formerly  Kyogo-in)  to  high  school
Nobuhiko  UCHIDA
　On  June  21,  1989,  an  executive  summary  entitled“Expansion  of  the  Special  Education  Fee
to  Homes  for  Education  and  Training  of  Juvenile  Delinquents”was  presented(1)  by  the
Education  Department  of  the  Ministry  of  Health  and  Welfare  (now  Ministry  of  Health,  Labour,
and  Welfare)  at  the  National  Meeting  of  the  Heads  of  Juvenile  Counseling  Institutions.
According  to  this  report,  although  Homes  for  Education  and  Training  of  Juvenile  Delinquents
were  applicable  to  juveniles  under  the  age  of  18  as  child  welfare  facilities,  some  homes  did
not  accept  juveniles  after  the  3rd  year  of  junior  high  school,  or  else  expelled  all  students
equally  upon  graduation  from  the  3rd year  of  junior  high  school  regardless  of  the  juvenile's
state  of  reform.    This  was  a  problem  that  needed  to  be  addressed  urgently.    Changes  were
made  such  that,  in  the  event  that  a  juvenile  wished  to  attend  high  school  or  equivalent
schooling,  assistance  was  provided  to  the  juvenile  to  this  end.    In  the  event  that  it  was  still
particularly  dIifficult  for  the  juvenile  to  leave  the  home  to  attend  high  school,  the  juvenile
would  be  able  to  remain  in  the  home  and  attend  high  school.    The  cost  of  this  is  the  same
as  for  a  foster  home,  with  the  payment  of  a  special  education  fee.    The  point  of  this  report
is  that  Shiga  prefecture  had  already  independently  introduced  a  system  for  juveniles  to  attend
high  school,  and  there  are  a  number  of  cases  of  juveniles  attending  high  school  from  a
number  of  Homes  for  Education  and  Training  of  Juvenile  Delinquents,  demonstrating  the
effect  on  the  self-reliance  of  the  juveniles.
　This  report  discusses  the  difficulty  and  significance  of  enrolling,  attending,  and  then
graduating  from  high  school  for  the  juveniles  of  Shiga  Prefectural  Tankaigakuen.
Key  Words：Kyogo-in (Home  for  Education  and  Training  of  Juvenile  Delinquents),  System  for
attending  high  school,  Special  education  fee,  Self-reliance  of  juveniles,  Difficulty
of  graduating  from  high  school
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　・保護者の負担金を少なくすること。
Á3　その他
　・定期テストに向けての勉強に取り組む姿勢のあり
方を学園から通学中に身につけさせる。
　・自宅通学になれば、地理的に可能なら週末に近況
報告のため、月１度来園する、また場合によって
は何泊かして体勢を立て直す。
　学園はこうした取り組みをしてきた。そして、子ど
もと親に学園と同一歩調で歩むことを求めている。
４．学校という名の教護院
　1979（昭和54）年４月『学校という名の教護院』 (4) で田
中は教護院について論述している。
　田中は、総理府少年対策本部の編纂した“青少年白
書”に「教護院において学習指導の強化が必要である」等
と、ここ数年全く同じ事が理由も付けず書かれている
ことを指摘している。
　なるほど、学習の遅れは児童のパーソナリティに重
大な影響を与えるから、学習体制の充実はその意味で
不可欠である。だが教護院における教育の重大問題
は、その教育が学校教育に基づく教育とされず、入院
児童の教育を受ける権利を侵害していることにある。
義務教育に準ずる教育は、平成９年の児童福祉法改正
まで続いた。
　児童福祉法48条は児童福祉施設入所児童に対する義
務教育についての規定であるが、教護院を除外してい
る。つまり教護院は学校教育法１条に掲げる学校には
含まれていないから教育を行っても、法律上は学校で
はない。家庭学校とか武蔵野学院という名前がつけら
れていても学校という名の教護院でしかない。
　児童福祉法施行後60年、現在も児童は、学校教育法
23条による就学義務の猶予又は免除という暖昧な処理
を受けて教護院に入院してくる。
　そうすると入院児童の学籍はどうなるのか、大阪府
は「就学の手引き」により入院児童の学籍を出身学校に
留めて置くように指示しているが、実際の取り扱いは
各府県によりまちまちで、教護院と各小・中学校長の
個別的協議で処理しているところが多く、出身学校で
学籍を抹消する例もかなりある。学籍が抹消されると
教護院としては学籍を受ける法的根拠は無いから、義
務教育課程で学籍が空白になり、その結果、教護院に
入院した児童は出身学校から内申書の作成を拒否さ
れ、成績表をオール１にされることもあり、事実上、
進学就職に関して不利益な取扱いを受ける。
　そこで教護院側は、教護の完成前であっても、中学
校卒業以前に退院させようとし児童相談所も、中学３
年の児童については、教護院への措置をためらう傾向
がある。
　淡海学園においては、内申書の問題は、1968（昭和
43）年より、義務教育を導入していることもあり、毎年
開催する出身児童関係者懇談会で繰り返し説明するこ
とで、理解を得られるようになった。ただ、内申書は
出身中学校としても在校生と相対評価することの難し
さはあった。
　高校受験は高校側に教護院に対する偏見があり、中
学校卒業期まで在園した者が不利になる事例もあっ
た。そうした中、近隣の高校の理解は徐々に得られ、
むしろ学園に在籍している方が、生活指導を学園と協
力して出来ると認識されるように変化した。
５．高校入学生の動向
　昭和54年度、入学生５人、学園の進学率25％、入学
者の内、卒業した者は１人だった。昭和59年度、高校
２年で入園した者は、学園より通学し卒業し、昭和60
年度、高校に入学し卒業した者は、短大に進学卒業し
た。昭和63年度、一人は３年間学園より通学し卒業し
た。
　一般中学校の高校進学率90％以上を考えると、学園
の進学率は低く、更に卒業出来る者は少ない。
　平成元年度、入学生。１年間学園から通学、２年生
からは実家から通学し、卒業した。その後、４年制大
学の政経学部を卒業した。
　平成２年度入学生。１年間学園から通学。２年生か
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ら実家から通学するも、旧友との関係が復活し行動が
不安定になったので、家族が協力し高校近くに転居し
て卒業、その後、短大を卒業した。
　平成４年度、高校３年で入園。公立高校から私立高
校（通信制）に転校し卒業。その後、短大入学、半年
間、学園から通学し卒業した。
　平成10年度入学生。学園から３年間通学し高校卒
業。福祉大学に進学するも中退した。
　平成13年度高校進学率は、初めて56.3％を記録した。
　平成15年度は高校進学率60.0％となり、平成16年度
には55.6％を記録した。この変化は、いろいろな理由は
考えられるが、高校合格は学園に入園していることが
問題なのではなく、内申書によって、本人自身が重視
にされるように変わってきたことが考えられる。
　表面的にはまた、児童養護施設と児童自立支援施設
では、あまり変わらない子どもが入園するようになり
非行児の質的な変化が伺える。
　しかし、高校卒業者数をみると、児童養護施設との
差は大きい、それだけ心の傷の深さの差が影響してい
るのである。
おわりに
　中学校での挫折が、学園を利用することで高校に進
学し、希望と目標が出来ることは、その人の人生に大
きな影響を与える。児童自立支援施設（旧：教護院）で
の高校入試の取り組みは家庭の事情と自分の怠惰な感
情で一度は勉強を放棄した者の再挑戦の場でもある。
そして、また子ども達にとって高校入試に挑戦するこ
とは刺激的な課題でもある。児童福祉法にあるように
児童自立支援施設は、不良行為をなし、又なすおそれ
のある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により
生活指導等を要する児童なのである。学園を利用しな
ければ、中卒で終わり、高校入試にも取り組めない
し、高校合格の感激も体験出来なかっただろう。
　学園はこうした課題に挑戦し達成感を得ることで、
次の課題に挑戦するエネルギーの原動力と、生きる力
になることを願っているのである。
　学園の今後の課題は、高校生活を続ける耐性作り
と、高校を卒業する力量をいかに蓄積するかというこ
とである。過去の事例にも平成２年度高校入学生は卒
業後、短大を出て、幼児教育に携わる仕事に就いてい
る。平成４年度入学生は、高校３年の始めに中退した
が、その後、夜間の単位制高校を卒業した。平成10年
度入学生は、非行児童を支援する仕事がしたいと福祉
大学に進学した。平成15年度入学生に、短大で幼児保
育を学んでいる者もいる。
　このように施設から高校への進学率の増加や、短
大、大学の進学志向ニーズにより、1996（平成8）年１月
29日、厚生省児童家庭局家庭福祉課長名で「措置解除
後、大学等に進学する児童への配慮について」の通知文
を出した。2006（平成18）年８月11日付、朝日新聞は「大
学・短大進学52.3％」と過去最高を達成したと報じた。
　児童養護施設（旧：養護施設）、児童自立支援施設
（旧：教護院）入所生の高校・大学への進学意欲は高
まっている。
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　平成９年児童福祉法改正、平成10年施行され、名称
が児童自立支援施設となり法的には義務教育が導入さ
れた。（施行後、10年近くなるがまだ義務教育導入準備
中の施設がある。）今後、育ちの段階で心に傷を負って
しまった子ども達が、学園から高校・大学に進学し、
教育・福祉の分野で活躍する人材に育つことを期待し
たい。児童自立支援施設は育ちそびれた人の育ち直し
の機関であることを考えると、高校進学という課題か
ら高校卒業という次の課題への挑戦が始まっていると
いえる。
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